












科学的に立証されている人への影響（短期的ばく露影響）
身体が非常に強い電磁界にばく露されると体内に電流が発生し、その影響により神経が刺激されること

があります。これを刺激作用といいます。
人の体内には、もともと脳の神経活動や心筋の活動による生理的な電流が流れています（内因性電流と

いい、脳電図（脳波）・心電図として観測することができます）が、これと同程度あるいはそれ以上の大き
さの電流が電磁界により体内に発生すると、神経や筋肉等の活動に影響を与える刺激作用により健康に悪
影響を及ぼす恐れがあると考えられています。
居住環境での最大レベルの数十～数百倍の非常に強い外部磁界にばく露されると、体内に上記の作用を

引き起こす程度の電流が発生すると考えられています。この電流に対して人体の中で最も敏感な組織は目
の網膜と言われています。例えば、一般の方々が日々の生活の中で遭遇するレベルを遥かに超えるような
非常に強い磁界（最小値は20Hzにおいて5,000µTであり、これより高い周波数および低い周波数では上昇
する）に頭部がばく露されると、目を閉じていても何か光が見えるような現象（磁気閃光といいます）を感
じることがわかっています。

科学的に立証されていない人への影響（長期的ばく露影響）

生活環境での電磁界への長期的ばく露影響については、これまで多くの科学者が研究を行ってきており、

その多くが小児白血病に焦点をあててきましたが、小児白血病との関連性等、生活環境での電磁界による

健康影響があるという確実な証拠は見つかっておりません。しかし、確実に無いという科学的な証拠を見

つけるのは、商用周波電磁界に限らず一般的に不可能なことです。

以下に長期的ばく露影響に関する研究例を紹介します。

・疫学研究では・・・

電磁界と健康に関する個別の疫学研究は、小児白血病との間に関連性が無かったという報告もあれば関

連性があったという報告もあり、結論はまちまちです。2000年に発表されたスウェーデンのアールボム

博士等によるプール分析＊1では、居住環境としては相対的に強い強度（0.3 ～ 0.4µT以上＊2）の磁界ばく

露と小児白血病との間に、弱いながらも統計的に意味のある関連性が見られることが報告されています。

しかし、著者らは、ばく露の高い群と低い群で調査への参加率が異なったことの影響を受けている可能性

があると言っています。
＊1 過去の疫学研究で得られた各々のデータをまとめて再解析する手法です。
＊2 国立環境研究所 兜博士が2006年に発表した疫学調査によると、我が国で0.4µT以上の居住環境に住んでいる人の割合は1％

未満と報告されています。

・生物学的研究では・・・

生物学的影響を検討した研究には、ラット等の動物を用いたがん・生殖・神経系等への影響に関する研

究と、細胞を用いて遺伝子等への影響を調べる研究があります。現時点では居住環境における商用周波電

磁界が人の健康に悪い影響を及ぼすという再現性のある結果は得られていません。

動物実験や細胞実験の生物学的研究では、一回の実験結果のみで判断するのでは無く、一般に実験を数

回繰り返し行い同様の結果を示すこと（反復可能性）や別の研究者が同様な結果を示すこと（再現性）等か

ら、影響の有無が判断されています。
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■ IARCによる発がんハザード分類
発がんハザードの分類及び分類基準 注１） 既存分類結果［1020例］注２）

グループ１：発がん性がある
人への発がん性を示す十分な証拠がある場合や限定的
でも動物への発がん性を示す十分な証拠と発がんメカニ
ズムに強い証拠がある場合に用いる

カドミウム、アスベスト、ダイオキシン類の一種（2,3,7,8-
TCDD）、たばこ（能動、受動）、無煙たばこ、アルコール飲
料、ガンマ線、エックス線、紫外線、太陽光、ディーゼルエ
ンジン排ガス、大気汚染（PM2.5を含む）、PCB、加工肉、
ベンゼン、日焼けランプの照射 ［他を含む120例］

グループ２A：おそらく発がん性がある
人への発がん性を示す証拠は限定的であるが、動物へ
の発がん性を示す十分な証拠がある場合や人で不十分
でも発がんメカニズムの証拠が強い場合などに用いる

鉛化合物（無機）、クレオソート、アクリルアミド、
夜間勤務、理容・美容労働、赤肉、高熱の揚
げ物作業、熱い飲み物
 ［他を含む88例］

グループ２B：発がん性があるかもしれない
人への発がん性を示す証拠が限定的であり、動物実験
での発がん性に対して不十分な証拠や限定的な証拠が
ある場合や、人で不十分でも動物への発がん性を示す
十分な証拠がある場合などに用いる

クロロフォルム、鉛、漬物、ガソリン、ガソリ
ンエンジン排ガス、ドライクリーニング労働、
超低周波磁界、無線周波電磁界、二酸化チタン、
印刷作業労働
 ［他を含む313例］

グループ３：発がん性を分類できない
人への発がん性を示す証拠が不十分であり、上の条件に
該当しない場合に用いる

コーヒー、カフェイン、原油、水銀（無機）、お茶、
蛍光灯、静磁界、静電界、超低周波電界
 ［他を含む499例］

注1） 分類基準は分類の基本的な考え方を説明したものです。
注2） 表中の分類結果は2020年6月26日時点のものです。この分類は新しい証拠をもとに変わることもあります。

WHOは、2005年10月に低周波（100kHzまで）電磁界の健康リスクを評価するために、専門家による 
「タスクグループ」を招集しました。タスクグループは、IARCモノグラフ第80巻を含め、これまで 
発表された膨大な科学論文のレビューを行い、その見解を「環境保健クライテリア（EHC）モノグラフ
No.238（WHO, 2007）」として、2007年6月に発刊しました。
WHOは、このEHCに基づいて「ファクトシート№322 超低周波の電界及び磁界へのばく露（現在は

Backgrounder（背景説明文書）として収納）」を発表し、9 ページのように健康リスク評価を行っています。
環境省では上記EHCを日本語に翻訳しています。

 （http://www.env.go.jp/chemi/electric/material/ehc238_j/index.html）

国際非電離放射線防護委員会（ICNIRP）では・・・

国際非電離放射線防護委員会（ICNIRP＊4）では、世界保健機関（WHO）の電磁界ばく露の健康リスク

の評価結果（9ページ参照）を受けて、2010年に1Hzから100kHzまでの時間変化する電界、磁界、電磁

界に対して短期的なばく露影響から一般の人と労働者を防護するガイドラインを設定しています。この

ガイドラインでは、商用周波電磁界に関するばく露制限値を設定しており、その値は、電磁界によって

引き起こされる磁気閃光や中枢および末梢の神経への刺激を根拠として、刺激作用（6ページ「科学的に

立証されている人への影響（短期的ばく露影響）」参照）によって健康に悪影響が起こるレベルより十分 

に低い値に設定されています（次表参照）。

＊4 国際非電離放射線防護委員会（ICNIRP）は非電離放射線からの人体及び環境の防護の推進、特に非電離放射線からの人体の防護
に関するガイドラインと勧告を提供することを目的として1992年に設立された中立的な国際的組織です。ICNIRPのガイドラ
インは各国政府に対し強制力を持つものではありませんが、中立の専門家が参加した保健衛生の立場からの評価として、世界
各国の防護指針やガイドライン作成に大きな影響力をもっています。（http://www.icnirp.org/）
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6 経済産業省はどのような対応をしているのですか？
経済産業省では、WHOの国際電磁界プロジェクトにおいて、専門家チームが検討を進めていることを念

頭におきつつ、一般の人々が生活する環境における電力設備から発生する磁界に関する規制のあり方を検討
する必要があると判断し、2007年4月、電力安全小委員会に「電力設備電磁界対策ワーキンググループ」を
設置しました。
ワーキンググループでは、WHO のファクトシート№322（9 ページ参照）で、超低周波電界については

健康上の問題はないとの見解が示されたことから、超低周波磁界を議論の対象としました。また検討に当たっ
ては、磁界が健康に対していかなる影響を与えるかについてのWHO やICNIRP といった国際（的）機関に
おいて取りまとめられた知見や、国際的な規制動向、経済産業省において行われた各種調査結果を含む国内
外の研究報告等を幅広く収集・整理し、市民団体等から意見募集を行う等、多方面からの意見も取り入れ、
論点の整理を行い検討を重ね、2008 年6 月に政策提言を「電力設備電磁界対策ワーキンググループ報告書」
として公表し、磁界規制値を導入するなどの対応をしました。
また、講演会、インターネット等を通じた情報提供活動を継続実施しています。

電力設備電磁界対策ワーキンググループ報告書の概要

（１）高レベルの磁界による短期的な健康影響に係わる対応
○電力設備（送・配電線、変電設備）から発生する周波数50Hz・60Hzの磁界について、国際非電離放
射線防護委員会（ICNIRP）が示す国際的なばく露ガイドラインの一般の人々への制限値（100µＴ
（50Hz）、83µＴ（60Hz） 注））を採用する等必要な諸規定の整備・改正を行うべきである。

（２）低レベルの磁界による長期的な健康影響の可能性に係わる対応
①更なる研究プログラムの推進
○磁界ばく露と健康影響との関係に不確かさが残っていることから、引き続き、その不確かさを低減
させるため、産学官が協力して研究を推進すべきである。研究を適切に進めるため、関係各省が連
携して必要な研究分野・テーマを見極める等新たな仕組みが必要である。

②リスクコミュニケーション活動の充実
○磁界ばく露による健康影響に関わる正確な知識が国民に正しく伝わっていないことから生じる問題
の解消には、リスクコミュニケーションの増進を目的とした、中立的な常設の電磁界情報センター機
能の構築が必要である。将来的には、電力設備にとどまらず活動領域を広げていくことを期待する。

○幼稚園、学校等多数の子供が定常的に集まる場所等では、リスクコミュニケーション活動が特に重
要である。電気事業者は、これら地域の近傍に電力設備を新たに設置する場合には、住民との合意
形成に格別の努力を払うべきである。

③ばく露低減のための低費用の方策
○低レベルの電磁界による長期的影響については、因果関係の証拠が弱い。しかし、磁界レベルの低
減に配慮することはリスクコミュニケーションの観点から意味がある。

○海外で行われている磁界低減方策は、我が国では高鉄塔化等により既に実施されており、電力設備
から発生する磁界は既にかなり低いレベルにある。電気事業者は、このような取組を、今後の新た
な設備設置の際にも可能な範囲で継続することが望ましい。原則、既設設備に磁界低減対策を施す
ことまでは求めない。

注）1998年に刊行されたICNIRPの旧ガイドライン値
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7 国内外で電磁界に対する規制はあるのですか？
海外では、1998年に刊行されたICNIRPのガイドライン（1998版）を参考にした規制値やガイドラインを

導入する国が多数あります（下表参照）。特に、欧州では、1999年に欧州理事会が加盟各国に対してICNIRP

のガイドライン（1998版）に準拠する措置を勧告しています。なお、一部の国ではICNIRPガイドラインに基

づくばく露制限値に加え、住宅、病院、学校等の特に防護が必要な場所において、「念のための政策」に基

づいた磁界の制限値を設定しています（下記注3参照）。

一方、我が国では、電界については、静電誘導による人の感知（ドアノブに触れた時に静電気によりパチッ

とする感じと同じ感覚）を防止する等の観点から、1976年より「電気設備に関する技術基準」に、ICNIRP

ガイドラインより低い規制値を導入しています。

磁界については、本パンフレットの第6章に記載の「電力設備電磁界対策ワーキンググループ」の提言を

受け、2011年3月31日、上記技術基準にICNIRPのガイドライン（2010版）に基づき、50Hz・60Hzともに

200µTの規制値を導入しました（同年10月1日より施行）。

■電力設備を対象とした商用周波電磁界の一般公衆へのばく露に関する国内外の規制・ガイドライン等

制定年
電  界 磁 界

（kV/m） 区 分 （µT） 区 分

国 際
レベル

ICNIRP 注1）
（9ページの再掲）

2010年 5.0（50Hz） ガイドライン 200（50Hz） ガイドライン

〃 4.2（60Hz） 〃 200（60Hz） 〃

国
レベル

日本 1976年（電界）
2011年（磁界） 3 規制 200（50/60Hz） 規制

韓国 1988年 3.5 告示 83.3（60Hz） 告示（2004年）

米国 注2） － － － －

ドイツ 2013年 5 規制 100（50Hz） 規制

スイス 2000年 5 規制 100（50Hz）注3） 規制

フランス 2001年 5 規制 100（50Hz） 規制

スウェーデン 2002年 5 勧告 100（50Hz） 勧告

イタリア 2003年 5 規制 100（50Hz）注3） 規制

英国 注4） 2011年 9 基準 360（50Hz） 基準

ノルウェー 2011年 5 規制 200（50Hz） 規制

オーストラリア 2015年 5 勧告 200（50Hz） 勧告
規制：法規に基づいた義務的な基準 ガイドライン・勧告・基準：法的な拘束力を持たない自発的な基準・方針
告示：法的拘束力あり
注１） ICNIRPはWHOの環境保健クライテリアNo.238の発刊を受けて、ガイドラインを2010年末に改訂しました。それまでの磁

界のガイドライン値（1998年）は100µT（50Hz）、83µT（60Hz）でした。
注２）米国には国レベルの規制はありませんが州レベルでは規制を設けているところもあります。
注３） スイス、イタリアでは本規制値（ばく露制限値）以外に住宅、病院、学校等の特に防護が必要な場所において、設備に対して

念のための政策に基づいた磁界の制限値（スイス：1µT、イタリア：3µT）を設定しています。
注４）英国の基準は自主的実施基準であり、ICNIRPガイドライン（1998版）から独自に換算した値に基づいています。
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9 電磁界と健康について更に知りたい場合には、
情報はどこから得られるのですか？

■ 各省庁のお問い合わせ先
経済産業省
商務情報政策局 産業保安グループ 電力安全課

  【送電線等の電力設備から発生する超低周波（50・60Hz）電磁界】
国内外研究成果等に係る情報整理・収集・国民への情報提供等について
お問い合わせ：経済産業省 商務情報政策局 産業保安グループ 電力安全課 TEL：03-3501-1511（代）
関連ホームページ：http://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/

sangyo/electric/detail/setsubi_denjikai.html

商務情報政策局 情報産業課 【家電製品等から発生する超低周波電磁界】
家電製品等から発生する超低周波電磁界の測定調査、情報提供について
お問い合わせ：経済産業省 商務情報政策局 情報産業課 TEL：03-3501-1511（代）
関連ホームページ：http://www.aeha.or.jp/safety/pdf/emwave_detail.pdf

（一般財団法人 家電製品協会）

総務省 【携帯電話等の無線設備が使用する高周波（10kHz ～ 300GHz）電磁界】
電波防護指針の策定、電波の生体や医療機器等への影響に関する調査、情報提供について
お問い合わせ：総務省 総合通信基盤局 電波部 電波環境課 TEL: 03-5253-5111（代）
関連ホームページ：http://www.tele.soumu.go.jp/j/sys/ele/index.htm

厚生労働省 【労働環境における有害な光線（電磁波）の健康障害防止対策】
労働環境における有害な光線（電磁波）の健康障害防止対策について
お問い合わせ：都道府県労働局労働基準部健康主務課・労働基準監督署
関連ホームページ：https://www.mhlw.go.jp/kouseiroudoushou/shozaiannai/roudoukyoku/

国土交通省 【鉄道の電気設備等から発生する低周波磁界】
鉄道の電気設備等から発生する低周波磁界の規制について
お問い合わせ：国土交通省 鉄道局 技術企画課 TEL：03-5253-8111（代）

文部科学省 【基礎研究】
基礎研究について
お問い合わせ：文部科学省 研究振興局 研究振興戦略官付 TEL:03-5253-4111（代）

環境省 【情報提供】
基礎的事項に関するパンフレット等による情報提供について
お問い合わせ：環境省 大臣官房環境保健部 環境安全課 TEL：03-3581-3351（代）
関連ホームページ：http://www.env.go.jp/chemi/electric/index.html
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このパンフレットに関するご意見お問い合わせ

一般財団法人 電気安全環境研究所 電磁界情報センター
〒105-0014
東京都港区芝2-9-11 全日電工連会館 3階
TEL ：03-5444-2631
FAX ：03-5444-2632
ホームページ：http://www.jeic-emf.jp/


